
道路巡視業務委託契約書準則 
 
 三次市を甲とし，○○○○を乙として，甲と乙は，次のとおり委託契約を締結

した。 
 
（委託業務） 
第１条 甲は，次の業務（以下「委託業務」という。）の実施を乙に委託し，乙は，

これを受託した。 
 ⑴ 委託業務  道路巡視業務委託 

⑵ 実施範囲  一般県道甲奴停車場線外 

        三次市甲奴町 地内 外（南部地区） 

⑶ 委託期間  令和 7 年４月１日から令和 8 年３月３１日まで 

（委託業務の内容及び実施） 
第２条 委託業務の内容は，甲が別に定める「道路巡視業務委託仕様書」（以下， 

「仕様書」という。）のとおりとし，乙は，委託業務を仕様書に従い誠実に実

施するものとする。 
２ 仕様書に明記されていない事項で必要がある場合は，甲と乙が協議して定め  

るものとする。 
（契約保証金） 
第３条 契約保証金は，免除する。 
（委託料） 
第４条 甲は，委託業務の実施に要する費用（以下「委託料」という。）として，  

金    円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額    円）を乙に

支払うものとする。 
（権利義務の譲渡等の制限） 
第５条 乙は，この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は継承

させてはならない。ただし，あらかじめ甲の書面による承諾を得たときは，こ

の限りでない。 
（再委託等の禁止） 
第６条  乙は，委託業務の全部又は一部を第三者に委託し，又は請け負わせては

ならない。 
（委託業務の変更等） 
第７条 甲は，必要があると認めたときは，書面をもって乙に通知し，委託業務 

の内容を変更し，又は委託業務の全部若しくは一部の実施を一時中止すること

ができる。 
２ 前項の場合において，必要があると認められるときは，甲は乙と協議して委

託期間及び委託料の額を変更するものとする。 
３ 第１項の場合において，乙が委託業務の続行に備え，現場を維持し，若しく

は労働者，建設機械器具等を保持するための費用その他委託業務の内容の変更

若しくは一時中止に伴う費用の増加を必要とし，又はこれにより損害を受けた



と認められるときは，甲は乙と協議して，当該増加費用の全部又は一部を負担

し，又はその損害を賠償するものとする。 
（委託業務の完了届） 
第８条 乙は，委託業務が完了したときは，速やかに委託業務完了届を甲に提出

しなければならない。 
第９条 乙は，業務完了後，書面をもって，甲に委託料を請求するものとする。 
２ 甲は，前項に規定する請求書の提出を受けたときは，請求書を受理した日か  

ら起算して３０日以内に委託料を乙に支払うものとする。 
（部分払） 
第１０条 乙は，委託業務の完了前に，委託業務の出来高部分（甲が出来高部分

として確認したものに限る。以下同じ。）に相応する委託料相当額の１０分の

９以内の額について，部分払を請求することができる。 
２ 前項の請求は，月１回を超えることができない。 
３ 甲は，第１項の規定による請求を受けたときは，当該請求を受けた日から起

算して１０日以内に支払うものとする。 
（契約の解除） 
第１１条 甲は，次の各号のいずれかに該当する場合は，この契約を解除するこ

とができる。 
 ⑴ 乙が，この契約に違反したとき。 

⑵ 委託業務の実施について，乙に不正の行為があったとき。 

⑶ 乙が，正当な理由がないのに甲の指示に従わないとき。 

２ 甲は，第１項の規定により契約を解除したときは，出来高部分を審査し，出

来高部分に相応する委託料相当額を乙に支払うものとする。 

３ 乙は，第１項の規定によりこの契約が解除された場合は，第４条に定める委

託料の額の１０％に相当する額を違約金として甲に支払わなければならない。 

４ 第１項の規定による契約の解除により乙に損害が生じても，甲は，これを賠

償する責めを負わないものとする。 

（委託業務の実施に伴う損害賠償） 

第１２条 乙は，委託業務の実施に関し，自己の責めに帰すべき事由により，甲

が管理する施設若しくは器物に損害を与えたときは，直ちに現状に回復し，又

は，甲が算定するところによりその損害を賠償するものとする。 

２ 委託業務実施中の交通事故等により，乙に損害が生じた場合の経費及び乙が

第三者に損害を与えた場合の経費は，乙が負担するものとする。 

３ 道路の管理瑕疵により甲が第三者に損害を賠償する場合において，その原因

が，乙の委託業務の履行が不完全であったことその他乙の責めに帰すべき事由

にある場合は，甲は賠償額の全部又は一部を乙に請求するものとし，その額は

甲を乙が協議して定めるものとする。 

（天災等不可抗力による履行不能） 

第１３条 乙は，天災その他不可抗力により，委託業務の全部又は一部の履行が

困難となったときは，速やかに書面をもってその旨を甲に申し出るものとする。 



（業務主任者） 

第１４条 甲は，この契約の締結後速やかに業務主任者を定め，書面をもって，

その職名及び氏名を乙に通知するものとする。業務主任者を変更したときも同

様とする。 

２ 業務主任者は，この契約書及び第２項に規定する仕様書に定める事項につい

て，次の掲げる職務を行うものとする。 

 ⑴ 委託業務の実施についての乙又はその現場代理人との協議 

 ⑵ 委託業務の実施についての乙又はその現場代理人に対する指示及び回答 

３ 甲は，２名以上の業務主任者を定めたときは，書面をもって，それぞれの業

務主任者の職務の内容を乙に通知するものとする。 

４ 第２項第１号及び第２号に規定する協議，指示及び回答は，書面で行うもの

とする。 

（現場代理人） 

第１５条 乙は，この契約の締結後速やかに現場代理人を定め，書面をもって，

その氏名を甲に通知するものとする。現場代理人を変更したときも同様とする。 

２ 現場代理人は，この契約書及び第２条に規定する仕様書に定める事項につい

て，次に掲げる職務を行うものとする。 

 ⑴ 委託業務の運営管理及び委託業務実施現場の管理 

⑵ 委託業務の実施についての業務主任者との協議 

⑶ 委託業務の実施についても業務主任者への回答 

３ 乙は，前項に定める現場代理人の職務の一部について，現場代理人に委任せ 

 ず自ら行使しようとする場合は，書面をもって，その内容を甲に通知するもの

とする。 

４ 第２項第２号及び第３号に規定する協議及び回答は，書面で行うものとする。 
（車輌等の負担区分） 
第１６条 車輌，応急処理材，補修器材，保安器具その他委託業務の実施に必要

な資器材等は，乙の責任において準備するものとする。 
（秘密の保持） 
第１７条 乙は，委託業務の実施に際して知り得た事実を第三者に漏らしてはな

らない。特に，個人情報は，外部に流出することのないよう安全に管理する責

めを負うものとする。 
（委託業務の調査等） 
第１８条 甲は，必要があると認めるときは，いつでも乙に対し委託業務の実施

状況などの報告を求め，又は，実地に調査できるものとする。 
（関係書類の整備） 
第１９条 乙は，委託業務に係る経理を明らかにした関係書類を整備し，委託業

務終了後５年間保存するものとする。 
２ 乙は，甲の請求があれば，いつでも前項の書類を提出するものとする。 
（疑義の解決） 
第２０条 この契約に定める事項に疑義が生じた場合又はこの契約に定めのない



事項で必要がある場合は，甲と乙が協議して定めるものとする。 
 
 この契約の締結を証するため，契約書２通を作成し，甲と乙が記名・押印の上，

各自その１通を所持する。 
 
 令和  年  月  日 
 
                甲  三次市長  
 
                乙  ○○○○ 
 
 


